
～６月から定額減税が始まります～

2024年５月

令和5年11月2日に閣議決定された「デフレ完全脱却のため
の総合経済対策」において、賃金上昇が物価高に追いついて
いない国民の負担を緩和するため、デフレ脱却のための一時
的な措置として、令和6年分所得税および令和6年度分個人住
民税の減税を実施するとされました。



１

定額減税は、原則として

2024年1年限りの措置です。

減税される金額は各社員の所得税額が限度となります。

そのため、扶養親族の人数によっては所得税の減税額が満額

に届かないケースも生じます。

２

満額が減税されなかった場合は、

定額減税しきれないと見込まれる方への給付を含め、

市区町村から各種の給付措置が行われる予定です。

１

定額減税とは、

社員の給与の源泉徴収税額（納税額）から

一律に一定額を控除する制度です。

２

定額減税額は、社員と同一生計配偶者・扶養親族を

対象に一人につき４万円

（所得税３万円、住民税１万円）です。

■参考事例■

妻と子供２人を扶養している場合

⇒「同一生計配偶者」と「扶養親族」の数は３名

所得税３万円（社員）＋３万円×３名（家族）＝１２万円

住民税１万円（社員）＋１万円×３名（家族）＝ ４万円

合計 １６万円 ・・・ 定額減税額
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１．定額減税の概要

２．定額減税の注意点
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【所得税】

・給与の所得税額から定額減税額を控除することで
減税されます。

① 令和6年6月1日以降に支払う給与から定額減税が

開始されます。

② ①に該当しなかった社員については年末調整の際に、

減税と精算を行います。

３．定額減税の方法

【住民税】

・令和6年6月の住民税は給与から控除されません。

・令和6年7月～令和7年5月まで、

減税額を差し引いた額で１１回に分けて控除されます。

・但し年１回のみの徴収の方は、６月分で1回控除と

なります。

対象となる社員：

会社に市区町村から「市民税 特別徴収通知書」

が届いた方
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４．所得税：定額減税の対象者

1

２０２４年６月１日（土曜
日）の在職社員（居住者）

５月３１日以前に退職した社員は対象外
６月 ２日以降に入社した社員は対象外
扶養控除申告書を出している社員
合計所得金額が1,805万円以下の社員
（給与収入では2,000万円以下）

2 同一生計配偶者（居住者）※

3 扶養親族（居住者）※

※ 居住者とは日本に住所を有する個人か、

１年以上日本に居所を有する個人のこと

同一生計配偶者と扶養親族は扶養控除申告書に記載され

ている人のみ対象となります
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５．所得税：定額減税対象の同一生計配偶者・
扶養親族の確認・年収

扶養控除申告書に記載がある方のみ対象

同一生計配偶者とは

社員と生計を一にする配偶者で２０２４年の合計所得金額が４８

万円以下（給与収入だけなら給与が１０３万円以下）の方です。

・同一生計配偶者には、給与年収１０３万円超～１５０万円の方

は含まれません。

扶養親族とは

・２０２４年の合計所得金額が４８万円以下

（給与収入だけなら給与が１０３万円以下）の方です。

・１６歳未満の扶養親族も含まれます。

扶養控除申告書に記載のない
１６歳未満の扶養親族がいる場合

６月１日までに「源泉徴収に係る定額減税のための申告者」が

提出されれば追加できます。

参考【国税局】：令和６年分源泉徴収に係る定額減税のための申告書兼年末調整に係る定額減税のための申告書

・扶養控除申告書に記載し忘れた１６歳未満の扶養親族がいる方

は担当のコーディネーター又は営業にご連絡ください。

https://www.nta.go.jp/taxes/tetsuzuki/shinsei/annai/gensen/teigaku/pdf/0024002-044_01.pdf


6

６．所得税：収入と所得

収入と所得について

収入とは、給料など自分が稼いだお金のことを指す

のに対し、所得とは収入から必要経費（パートなど

の給与収入なら「給与所得控除額」）を差し引いた

金額を指します。

例えば

本年１０３万円の給与収入－必要経費（「給与所得

控除額」）５５万円＝４８万円

⇒ 48万円が所得となります。

合計所得金額４８万円以下は扶養親族になれます。

公的年金の場合

老齢年金の収入が１５８円以下－公的年金等控除額１１０万円

＝所得４８万円以下（６５歳以上）

老齢年金の収入が１０８円以下－公的年金等控除額 ６０万円

＝所得４８万円以下 (６５歳未満）



４８万円超は配偶者自身が定額減税の対象に

参考：国税庁ＨＰ
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７．所得税：同一生計配偶者は年収で確認

同一生計配偶者の年収は給与収入で１０３万円以下
（合計所得では４８万円以下）

８．所得税：定額減税の方法と時期

２０２４年６月～（６月に支給される給与から減税開始）

参考：国税庁HP「給与等の源泉徴収事務に係る 令和6年分所得税の定額減税のしかた」を基として作成

※２０２４年１１月までに控除しきれない場合は年末調整で控除
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8．よくある質問

質問 回答

１
６月２日以降に入社し
たら、定額減税の扱い
はどうなりますか？

月次の減税は受けられません。
扶養控除等申告書が提出されてい
れば年末調整で減税が受けられま
す。

２
定額減税の控除を辞退
したいが申し出はでき
ますか？

定額減税対象者が選択することは
出来ません。
定額減税対象者には定額減税が一
率適用されます。

３

６月１日に他の会社で
定額減税を受けていた
が、当社に入社したの
で引き続き定額減税の
残額を控除してくれま
すか？

当社に６月１日の基準日に在職し
ていませんから、定額減税は受け
られません。扶養控除等申告書が
提出されていれば年末調整で減税
が受けられます。

４

７月以降に扶養親族の
数が変わる場合は、定
額減税額も変わります
か？

６月１日に提出されている扶養控
除申告書の記載内容に基づいて判
定し、算出した定額減税額をもっ
て控除することになっているため
変更は行いません。人数異動によ
る差額は年末調整か確定申告で精
算されます。


